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　　０　はじめに
　金融仲介機関には，金融取引における情報の不完全性に関する問題を緩
和・除去する機能がある。すなわち，情報の不完全性ないし非対称性を前
提として，金融仲介理論が構築されるのが，最近の展開である。 Gurley=
Shaw流の金融仲介理論は，いねば情報の完全性を前提とし，金融機関の
変換機能（金額，満期，安全性，リスタなど）・危険負担機能に注目し，金融取
引コストの削減を強調していたが,1）最近の理論展開は情報の不完全性を
念頭におき，情報コストの削減にも注目する。その理論は次の通りである。
　①借手は返済能力・意思の情報を，貸手の信頼する情報として伝達する
　か分からない。すなわち，借手は情報優位者で，貸手は情報劣位者であ
　る。この場合にはStiglitz = Weiss流の逆選択が生ずることがある。2）
　②情報生産の優位性が発生する。情報の非対称性があると，借手の情報
　を生産するインセンティブがはたらく。すなわち，投資家は借手のプロ
　ジェクトの収益性が分からないと，借手の信用情報を知りたいという
　ニーズが発生し，ここに情報生産が可能となる。ところが，信用情報の
　生産には規模の経済性がはたらくので，情報生産の専門家が必要となる。
　情報の公共財的特殊性（共同利用が可能という外部効果）から，情報自体の
　Ｄ　Niehans (1978,1984）,Smith（1978）｡
　2）Stiglitｚand Weiss（1981）｡
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　販売は困難だが，情報によって得られる収益を体化した間接証券は販売
　可能なので，情報生産者は間接証券を発行し，金融仲介機関となって，
　情報生産の専門家になる。3）
　　事後的に借手の収益が観察不可能であるときには，もし借手のモニタ
　リング・コストが契約不履行時のペナルティより小さければ，モニタリ
　ングが望ましく，これを金融機関に委託する方がコストの節約になる。
　金融仲介機関はモニタリングに関しデータ情報を蓄積し，優他性をも
　つ。4）
　③情報の非対称性の下では，金融機関が情報の生産を代行し，情報生産
　の動機を与え，コストを節減する。
　このように，情報の不完全性・非対称性の下では，金融機関には情報生
産という独自の機能が発生するのである。5）
　　1　協同組織金融機関の性格
　日本には広義の金融仲介機関financial intermediaries として（「金融機関
financialinstitutions」ということが多い），間接金融を担当する狭義の金融仲
介機関と，直接金融を担当する「それ以外の金融機関」（証券会社，短資会
社）が存在する。前者には，預金金融機関depository institutions（普通銀
行，長信銀，信託銀行，相銀，信金・信組・労金・農林系統，商工中金）と非預金
金融機関nondepository institutions（保険，信託勘定，投信，住専会社，消費者
信用会社，投資育成，証券金融など）とが存在する（公的金融仲介を除Ｏ。預金
金融機関には，株式会社形態を採り，効率性を追求する一般の金融機関
　3）　Leland and Pyle(1977）｡
　4) Diamond (1984）｡
　5）もっとも，借手が証券市場にアクセスすることも可能である。この場合に借
　　手は，第３者である格付け機関の格付けを獲得したり，財務内容などのディス
　　クロージゃーを行なうなどの仕組みを利用するが，このような評価・選別はい
　　わば借手に情報供給のコストを負担させるものである。
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　（普通銀行，長信銀，信託銀行，相銀）と，協同組織形態を採るものとが存在
する（アメリカでは，前者を商業銀行commercial banks といい，後者を貯蓄金融
機関thrift institutionsという）。協同組織金融機関として，信金・信組・労金
・農林系統金融機関があり，これらは会員または組合員の相互扶助を基本
理念とし，中小企業・農林漁業者・個人といった一般の金融機関からサー
ビスを受けにくい立場の者を構成員にして金融サービスを提供する。その
活動分野は表１のようなものである。これらは，「地縁性」「人縁性」など
といった括りで通常議論されるが，さきの金融仲介理論のコンテクストを
念頭におくと，リテール。バンキングであるから情報の非対称性の強い分
野でもある。すなわち，地縁・人縁といった情報は極めて個別性が強く，
相対的であるから，情報生産の可能性が大きい。金融仲介機関が介在して
情報生産を行なうことに経済性が働き，また多数・小口取引であるため規
模の経済性が働き易いので，いわゆる装置産業的性格があるといわれる。
このようなリテール。バンキングでは金融仲介機能のもつ効果は，ホール
セール。バンキングに比べて大きい。したがって，協同組織金融機関はリ
テール。バンキングにおいて重要なポジションを占め，その地縁・人縁と
の密着により，情報生産費用の節約と銀行のメイン・バンク機能的側面で
あるモニタリングの機能を発揮しやすいといえよう。6）
　これらの協同組織金融機関は，相互扶助の理念からわかるように非営利
法人であり，制度的に各種の税制上の優遇措置を受けている。金融機関は
法人であるので，法人税を課せられるが，その減免が主なものである。そ
の概要は，表２に示される通りである。
　このように，税制上の優遇措置を受けている協同組織金融機関である
が，金融自由化の進展の中で，協同組織金融機関の活動分野に対して一般
金融機関（株式会社組織金融機関）の貸出面を中心とした進出が著しいもの
　6）Diamond(1984）のいう「委任された監視者delegated monitor」の機能，あ
　　るいは長期的顧客関係client relationshipの成立。
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（表１）協同組織金融機関の活動分野
（表２）非営利金融機関の優遇税制
になっている。このため，各個別の協同組織金融機関では預貸率が著しく
低下しており（表３），単金・単組・単協は上部機関（全国信用金庫連合会，
全国信用協同組合連合会，労働金庫連合会，農林中央金庫）に余剰資金を集中し
て，一括資金運用している状況である。いわば，各地域で集めた貯蓄資金
がその地域に還元されるのではなく，東京で運用され，資金投下されてい
るのである。東京一極集中の裏返しの現象が起こっている。この状況の下
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で，各単金・単組・単協の経営は悪化しており，協同組織金融機関の中で
比較的規模の大きい信用金庫でも，その単金の約10％は赤字経営にあると
いわれる。本稿は，労働金庫を例にとって，個人金融の側面から協同組織
金融機関の事例研究を行なうものである。
　　２　労働金庫に関する予備的考察
　労働金庫は，単純化していえば労働組合とその間接構成員に特化した金
融機関であり，産業金融対個人金融という図式でいえば，個人金融に特化
している。いわゆるリテール。バイキングを行なっているのであるが，総
預金の66.3％は個人預金であり，間接構成員の預金残高は63.2％である一
方，貸出の92.3％は間接構成員向けで，総貸出残高の59.2％は住宅ローン
である（1986年度末）。最近は金融自由化の進展の中で，都市銀行なども個
人を中心にリテール戦略を展開しているが，労働金庫はもともとわが国に
おける住宅金融に特化した個人金融機関であったといえよう。しかし，金
融自由化は金融機関のリテール戦略を旺盛にし，個人金融市場は構造変化
を起こしつつある。個人金融に特化した労働金庫のレーｿﾞンデートルにら
影響が出始めている。
　とくに，単金レベルでの資金運用の低下が著しい。80年度に資金運用中
の貸出のシェアは61.1％であったが，86年度には44.8％に低下している。
単金の資金が労金連合会へ集中された大きさを，「預け金」（単金の労金連と
他の金融機関への預け金で，そのうち労金連への預け金が約77～89％）・「労金連
短期資金」・「金銭信託等」・「有価証券」のうちの外国証券などの合計で推
計すると,80年度の23％が86年度には39％に上昇している。貸出以外の資
金を余裕金とし，この運用をみると労金連への「預け金」集中度は80年度
の49.1％から86年度の44.2％に低下しているが，これはむしろ労金連が預
けられた資金を特金などに運用したため，計数的に「預け金」の割合が低
下したものと思われ，単金の労金連への依存度が低下したものではない。
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金融自由化の中で協同組織金融機関が被っている影響を労働金庫もひとし
く被っているのである。
　そこで，まず金融自由化の進展の中での労働金庫のポジションについて
考察し，個人金融の変化と労働金庫の対応を預金，貸出，決済の３面から
分析することとしたい。表４は個人貯蓄残高の推移をみたものである。
1987年末と５年前の82年末，２年前の85年末を比較している（87年度末とい
う88年３月時点を採らなかったのは，少額貯蓄非課税制度が88年４月から廃止され
ることが予定されており，88年初め頃からマル優廃止を見込んで，貯蓄構造にはす
でに変化が生じていたと思われるからである）。
（表４）個　人　貯　蓄　の　増　加　率
①　金利自由化によって金利選好が顕著になったといわれるが，87年対
　82年では個人貯蓄全体の増加率と労働金庫預金はパラレルに動いてお
　り，銀行・郵貯と同様である。この間に低調だったのは相銀・信金・
　信託である一方，投信の増加が顕著である。
②　大口定期預金導入，ＮＣＤやＭＭＣの小口化による自由化が進行し
　た87年対　85年では，個人貯蓄全体は22％の伸びをみせたが，銀行は
　これとほぼパラレルであったものの，労働金庫の伸びは17％とこれを
　下回り，郵貯・相銀・信金・信託なども同様であった。この間伸びた
　のは，投信と生保であった。
③　労働金庫の個人貯蓄残高に占めるシェアは0.98％であり，ここ数年
　のシェアは大きくは変っていない。
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　金融自由化とくに金利自由化の進む中で，労働金庫のシェアは一見大き
く動揺していないかの如くであるが，以下にみるように銀行以上に資金シ
フトの影響を被っているおそれがある。
　　３　労働金庫の預金の状況
　労働金庫の資金調達すなわち預金構造の特色について概観しておこう。
労働金庫の預金は労働組合，生活協同組合などの団体預金と，労働組合に
加盟している間接構成員および個人会員などの預金である。大半は，労働
組合預金と間接構成員預金である。
　①　労働金庫の預金残高は　86年度末に5.3378兆円で，前年度比7.8％
　　増（８５年度は前年度比　10.5％増）である一方，預金金額の構成は労働
　　組合預金２に対して，個人（間接構成員預金）は３である。
　②　定期性預金の比率が高く，86年度末には88％であった。
　③　個人預金は零細かつ多目であり，間接構成員１人当たりでみると，
　　100万円以下が圧倒的で（預金残高の約51％，預金口数の約99％），30万円
　　以下が多く（預金残高の約34％，口数の97.5%), 5万円以下の口数は全
　　体の口数の89％になる。（括弧のデータは，預金全体の分布であり，労働組
　　合預金も含む。間接構成員預金のみであれぼもっと計数は大きくなる。）
　④　自由金利預金の残高シェアは２％程度であるが，自由金利預金は
　　ロットが大きいので個人預金ではなく，労働組合預金である。
　⑤　間接構成員１人当たり預金残高は（労働組合預金を含む), 84 ・85年度
　　の46.4421万円，51.1172万円が86年度に54.5064万円になった。
　このように，データでみるかぎり，一見資金調達すなわち預金は好調で
あるかの如くかもしれない。
　（2）個人預金１口当たり残高の縮小傾向
　労働金庫は一見好調であって，金融自由化の中で個人の貯蓄行動は金利
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選好を高めているといわれるが，表４やその他のデータにみるように労働
金庫の預金は一見堅調のような感を受ける。事実，個人貯蓄に占めるシェ
アは約１％でほとんど変らないし，個人預貯金に占めるシェアも82年1.
4％→87年1.5%と変化なしといってよい。
　間接構成員１人当たり預金残高も増加傾向であるが，これには大口の労
働組合預金も含まれる。そこで，個人預金を取り出し，個人預金１口当た
り残高をみると（表５），労金は76年３月に9.8214万円であったが，80年３
月には，16.2338万円になり，83年３月に17.0793万円と順調に増加してい
たが，84年３月には8.0594万円，85年３月には5.4094万円，86年３月には
4.2833万円，87年３月には3.8129万円と一貫して減少傾向にある。この間
の都銀の同じデータが76年３月22.1515万円，80年３月28.3015万円，83年
３月23.9300万円，87年３月19.2919万円であるから，労働金庫のそれは著
しい対照を見せているといえよう。もっとも，個人預金１口当たり金額の
ここ数年の低下傾向は都銀にも見られるもので，80年３月にピークを迎え
たのち，81年以降僅かながら減少していることは労働金庫と同じである。
しかし，都銀の場合，86年から87年にかけては増加に転じていることは，
預貯金減少は金利自由化による高利回り商品へのシフトの影響を被ったも
のとするには，問題があるかもしれない。
（表５）個人預金１口当たり残高の推移
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　個人預金１口当たり残高の減少は，一部分集計方法と制度的要因（預金
種類の変更）による影響を反映しているといえよう。すなわち，83年３月末
までの個人預金残高には労働組合預金が含まれている。また，81年６月に
新型期日指定定期預金（預入毎に口座が増設される）が創設されたことに
伴って,｡従来行なわれてきた積立定期預金（１つの口座の中で一定期間の預入
のすべてが管理される）が，その新型に切り替えられることになった。　とく
に，82年２月以降，積立定期預金を受け皿にしてきた財形貯蓄が，その新
規契約分と既往契約分とともに一斉に新型に切り替えられた結果，預金口
座数は著しく増加するようになった。つまり，確かに自由化による高利回
り商品への資金シフトがあったにせよ，制度要因がその大きさを実態より
も大きくしたというのである。都銀以外にも，地方銀行・相互銀行・信用
金庫についても同様な傾向が見られることは，この制度要因に説得力があ
ることを物語っている。
　　　　　　　　　（表６）間接構成員１人当たり預金口数
　しかし，労働金庫については，83年年以降の減少がいかにもこの制度要
因のみではないかの印象を与える。そこで，若干の推計を行なった。表６
は個人預金口数を間接構成員数で除したものであるが，制度変革の前まで
の82年度までは間接構成員１人当たり預金口数は2.0以下であった。　しか
し，制度改革の行なわれた83年度には3.35と１間接構成員当たり口数は急
増し，その後5.49, 7.64,9.32と大きく増加しており，財形貯蓄口数のカ
ウント方式の変更の効果が大きいことがわかる。このことも制度的要因の
影響力を支持するかの如くであるが，82年度の口数による個人預金１人当
たり残高および82年度までの口数のトレンドで修正した１口当たり個人預
　　　　　　　　　　　　　― 173 (10) ―
金残高を推計したのが，第１図である。
　第１図によれば，82年度以降個人預金１ロ当たり残高の減少（Ａ線）は
明瞭であるが，制度的要因によるノイズを取り除くために，82年度の口数
で算出した個人預金１人当たり残高みると（Ｂ線), 83年度に大きく下落し
たのち回復傾向にあるものの，個人預金１口当たり残高の81年度水準に漸
く戻ったにすぎない。次に，預金口数のトレンドで修正してみたのがＣ線
であるが，81年度までのトレンドで82年度以降の預金口数を推計し，１口
当たり個人預金残高を求めている。これによると，83年度に１口当たり個
人預金残高は急減しており，その後回復しているが，Ｂ線と同様個人預金
１口当たり残高の81年度水準に漸く戻ったにすぎない。
　　　　　　　　　（第１図）個人預金１日（人）当たり金額
　いずれにしても，個人預金は83年度には顕著な下落をみせており，その
後の回復も思わしくないことをみると，労働金庫から他の業態への資金シ
フトが起きているものとみるべきであろう。表４にみるように，全体とし
てはそれほどではないが，１口当たり残高や間接構成員１人当たり残高の
規模は縮小しているわけで，個人の「労金離れ」現象が懸念される。
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　（3）労金の利用状況
　間接構成員がいかなる意識で労金を利用しているのかを，アンケート調
査結果などによって，みておこう（『84労金の融資とイメージに関する全国調
査報告』84年９月など）。
　Ａ．メインバンク度低い
　間接構成員のポートフォリオ行動において，労金の位置付けは次の通り
である。
　①　預金の主な預け先は銀行24.4％，労金21.5％，郵便局15.5％，勤務
　　先7.5%となっている。
　②　間接構成員にとって，労金を「主要な金融機関」とするもの27％，
　　　「補助的なもの」とするもの32.2％，「お付き合い程度」とするもの
　　21.7％，「利用せず」は10.9％である。
　　　このうち，労金を主なる預金先とする場合には，38％が「主要な金
　　融機関」と位置付けている。
　③　労金の利用率は７％程度である（規模最大の東京では４‰比較的利用
　　率の高い静岡では10％）。間接構成員のポートフォリオ行動のうち，預金
　　における労金のメインバンク度は５％で，74％は銀行がメインバンク
　　である。
　④　間接構成員のクレジット・カード保有率低い（保有せずが55.8％で，
　　もっていてもその枚数は１～２枚である）。
　このように，間接構成員のポートフォリオにおいて，労金の位置は決し
て高いものではない。
　Ｂ．財形貯蓄の利用度高い
　間接構成員の財形貯蓄利用度は高い。（データは85年度。）
　①　財形利用率（契約者数÷間接構成員）は22.3％である。
　②　財形貯蓄残高対個人預金残高は29.9％である。
　③　財形貯蓄残高対総預金残高（定期預金）は19.14％（22.25％）で他業
　　　　　　　　　　　　　　－171（12）－
　　態よりも大きい。
　④　金融機関中の労金財形貯蓄残高シェアは9.4％で，労金個人預金
　　シェアが１％程度であることを考えると，財形の規模の大きさがわか
　　る。金融機関全体での財形契約者数シェアは13.2％であり，これも大
　　きい。
　このように，財形貯蓄はきわめて堅調であるといえよう。これは他の預
金が随意的で，いちいち店舗に出向かなくてはいけないのとは異なり，契
約型貯蓄であるため，一度預入を決定すれば継続的に預入されるものであ
り，間接構成員にすれば店舗に出向く必要がないというメリットがある一
方，労働組合の組織を通じて容易に集めることができるからであろう。
　（4）労金預金の特色
　労金預金は零細小口であることをみたが，一般に指摘される金利選好は
現れているであろうか。この点を検証するために，いくつかの計測を行
なった。労金預金を被説明変数にとって，所得変数と金利変数で説明させ
ると，
という結果であった（71年度から86年度）。符号条件は当てはまるものの，決
定係数，£値とも有意ではなく，十分な説得力はない。
　次に，他業態との金利差を説明変数としたところ，
― 170 (13) ―
という結果を得た。金利差の回帰係数は符号条件を満たしているがｔ値が
低く，労金預金に金利選好があるとはいえない。組合預金もいれた全労金
預金についても同様な計測を行なったが，結果は同様であった。
　労金預金とりわけ個人預金は零細である分，金利選好的な動きはないよ
うである。しかし，金利選好的な貯蓄は他業態に最初から流れているかも
しれないし，労金預金として預入される分は，「付き合い」的な限界的なも
のなのかもしれない。
　　４　労働金庫と借入：労働金庫の融資
　（1）労働金庫の資金運用
　労働金庫の資金運用は，住宅ローンが主力といわれるが，近年いくつか
の変化がみられる。
　①　預貸率は低下傾向にあり，平残預貸率（限界預貸率）は1975年度の
　　79.73％（58.21％）が，80年度に66.73％（55,74％），85年度に53.03％
　　（32.43％），86年度に50.20％（20.76％），87年度に47.31％（7.82％）にま
　　で下落している。反対に預証率は,75年度の7.92％が85年度の22.90％，
　　87年度の20.20％に上昇している。（表3, 7)。
（表７）融　　資　　関　　連　　デ　　ー　　タ
②　貸出の中心は住宅ローンであるが，77年度に総貸出残高の60.3％
　　　　　　　　　　　　―169 (14) ―
　あったが，85年度には54.3％にまで下落している。
　　全金融機関の住宅ローン残高（新規）に占めるシェアは，70年度に
　14.9％（14.2％）だったが，75年度に5.8％（5.0％），85年度に3.6％
　　（3.7％）に低下し，87年度には2.9％（2.2％）になった。
③　住宅ローンの新規分は堅調だが，残高は85年度と87年度ではマイナ
　スになっており，自行・他行の借り換え，期関前償還が多いためであ
　る（返済金の60％は期関前償還といわれる）。ただし，１件当たり貸出額は
　81年度以降大幅に下落している（第２図）。
　　　　　　　　（第２図）労働金庫と全国銀行の住宅ローン
　　　　　　　　　　　　　１件当たり新規貸出額
④　生活資金は残高，新規とも堅調であるが，業態間残高シェアでは75
　年度の28.8％が85年度に23.0%, 87年度に14.1％に低下した。さら
　に，個人向け貸出残高の業態間シェアをみると80年度の6.9％が85年
　度に7.1%となったが，87年度に5・７％へとシェアを若千下げている
　　　　　　　　　　　　－168（15）－
　　　（都銀は当該期に25.8％から28.4％・37.0％に上昇）。
　⑤　単金の「預け金勘定」が80年度の14.1％から，86年度の26.2％に増
　　加しており，これらは余裕金であるが，その約90％は労金連に集中さ
　　れて運用されている。このことは２．で論じたように，単金の独自運
　　用が少なくなっていることを示している。
　⑥　預貸利鞘は，86年度に1,15％で，都市銀行の－0.12％，地方銀行の
　　0.03％に比べて高いが，これは消費者金融に特化しているためである
　　といえよう（後述）。
　（2）個人借入と労働金庫
　労働金庫融資を間接構成員サイドからみると，住宅ローン需要が旺盛で
あるが，
　①　住宅ローン利用率は18.4％で，労金を主な貯蓄先とする者でも利用
　　率は23.5％と低い水準である，
　②　銀行を主な貯蓄先とする者の利用率は16.9％，同じく信金・信組を
　　主な貯蓄先とする者の利用率は19.3％である，
　③　公庫融資（49.4％）と勤務先融資（45.9％）の利用率高い，
という傾向がみられる。
　次に，生活資金ローンについては，
　①　小口融資利用率は39.1％と高い（男子44.2％，女子22.5％），
　②　労金以外での利用率低い，
という特色がある。
　（3）労働金庫の住宅ローンの特色
　住宅ローンを被説明変数とする負債関数を計測すると，金利変数と所得
変数の説明力が高いという結果が得られる。たとえば，『貯蓄動向調査』の
データを用いると。
　　　　　　　　　　　　　　－167（16）－
という結果を得た。期間は70年から86年まで（年次データ）である。回帰係
数は理論的に予想される符号を満たしており，一応の説明を与えている。
すなわち，金利の上昇は負債を減少させ，所得の増加は負債を増加させる
のである。　しかし，この計測は返済が進行している過去の借入行動の結果
を含むという意味をもつ負債残高の計測であって年々の負債そのものの計
測になっていない。そこで，被説明変数に，金融機関の住宅ローン融資額
を融資件数で除して求めた１件あたり新規融資額（全国銀行の新規住宅ロー
ンの１件当たり融資額）を用いることとし，計測を行なったのが，次の結果
である。計測期間は73年から86年である。
符号条件など，一応満足すべき結果であるといえ，負債行動は，第１に所
得の大きさつまり返済負担能力の大きさ，第２に金利の高低つまり金利負
担に影響されるものであるといえよう。
　同様な計測を労働金庫の住宅ローンを被説明変数として行なったのが，
次の結果である。期間は76年度から86年度である。
－166（17）－
いずれも，有意な結果ではなく，労働金庫の住宅ローンについて金利，所
得とも説明力をもっていないと思われる。また，都銀などの住宅ローン金
利と労金住宅ローン金利の格差を説明変数としたところ，
　　住宅ローン残高
という結果を得た。労金住宅ローン金利が民間住宅ローン金利を下回ると
き，労金の住宅ローン残高は減少するという一見奇妙な結果であるが，遂
にいえば労金住宅ローンの金利感応度の低さを物語るものかもしれない。
　（4）借り換え競争
　近年，既往住宅ローンの「借り換え競争」が起こったが，これは家計の
負債行動が金利選好の表れでもあると理解されよう。たとえば，都市銀行
の81～86年にかけての住宅ローンの回収額の推移をみると，81年を100と
した約定回収額は86年に148であるのに対して，約定外回収額は321であ
り，いかに借換えによる期関前返済が多いかを示している。約定回収と約
定外回収の割合は81年に53対47であったが，86年には32対68となった。銀
行によっては，新規貸出の50％が借り換えというところもある。
　とくに，都市銀行の近年の住宅ローンの新規貸出の伸びはめざましく，
金利低下の中で1970年代の高金利時代のローンの「借り換え」を中心に
シェアを高めている。民間の新規貸出に占める都銀のシェアは80年度に
18.5%, 83年度に17.5％だったが，85年度には28.8％，そして86年度には
35.7％に急増し，他の業態のシェアを侵食したとの批判も出たくらいで
あった。 80～85年度に民間全体の新規貸出は39％増加でしかないのに，都
銀は11.7％の急増となっている。（80～86年度には民間全体の伸びは121.1％増
　　　　　　　　　　　　　－165（18）－
で，都銀は305.5％増であった。しかし，その残高は73.9％の増でしかなかった。）。
民間住宅ローン市場の限られたパイを食い合うことになっている。民間で
は「繰り上げ返済」「一括返済」などが進んで，返済金の枠で新規貸出を賄
うという状況が生まれてきた。
　とりわけ85年度から86年度にかけて，都市銀行の住宅ローン新規貸出は
4.4234兆円の増加であるのに対して，融資残高は2.1848兆円増加したにす
ぎない。単純計算では，2.2386兆円が償還されたことを示しており，償還
率（＝当年度償還額÷前年度残高，当年度償還額＝前年度残高十当年度貸出額一当
年度残高）は26.3％になる。さきの約定外回収比率を用いると，1.522兆円
が借換えによるものになる。（表８）。因に，償還率は85年度に住宅金融専
門会社25.8％，相互銀行19.5％，都銀18.3％，地銀17.4％であった。
　　　　　　　　（表８）都　市　銀　行　の　借　り　換　え
　　「昭和61年度民間住宅ローンに関するアンケート調査」によれば，平均
貸出約定期間は全民間期間で19.2年であったが，実態は12.7年であった。
特に，都銀では約定17.5年，実態9,5年であり，期関前償還が多い。労働金
庫も約定21.5年で，実態11.6年であるが，残高が85→87年でマイナスであ
り，借り換えで都銀など他業態に流れたようである。労働金庫の住宅ロー
ンの回転率は５年で１回といわれるほどのものである。
　　　　　　　　　　　　　－164（19）－
そこで，金利変数が負債行動にいかにより大きく影響を与えたか，金利選
好を高めたかをみるために，期間別の金利変数の効果を推計した（表９）。
期間は70から87年である。この結果だけで，56年以降の住宅ローン金利の
市場連連勧化にともなって，負債行動の金利選好が高まったとはいえない。
70～80年の住宅ローン金利の影響度と81～87年のその影響度が有意に異
なっていないからである。　しかし，この計測が負債のデータが年次データ
でしか取れないため，年次推計であり，四半期などの借り換えの細かい動
きが反映されていない。したがって，金利の影響度が大きくなったとはい
えないものの，金利選好の高まりについては，否定できるほどのものでは
ない。
　　　　　　（表９）負　債　の　金　利　選　好（1970－87年）
　いずれにせよ，金利選好は家計の負債行動にも顕著になってきている。
こらは，銀行側のセールスもあるにせよ，金利低下の中で借り換え行動の
活発化がみられたことと，計測結果の示すところから明らかになった。労
働金庫の住宅ローンは信用組合と並んで85年度から87年度にかけて残高で
減少してこと，限界預貸率が87年度にわずか7.82％落込んだことは，労金
　　　　　　　　　　　　　－163（20）－
の住宅ローンの他業態への流出，借り換え競争の影響が出たものであろう。
住宅ローンでの競争力が望まれよう。
　　５　労働金庫の決済機能
　労金は外国為替業務を除けば，普通銀行と同じ業務を行なっており，決
済機能も全く同じであるが，個人金融としてみると利用度は低い。
　①　間接構成員の公共料金の自動振替口座は，銀行の利用が60％であ
　　り，労金の利用は8.3％にすぎない。
　②　労金を主な預金先とする人の自振口座比率は低く，労金の利用は
　　11.8％であるのに対して銀行の利用は35.8％である。
　③　預金先の選択理由は，近いこと（52.9％），利息（15.7％），組合の勧
　　め（11.2％）となっている。
　すなわち，労金を単に貯蓄の預入先としてみているだけで，決済機関つ
まり日常的に利用する金融機関としては他置付けていないことが明らかで
ある。労金預金も銀行預金も金利は同じだから預入する分にはどこでも同
じということであろうか。決済には，「近いところ」などの理由が決定的に
なる。　しかし，借入を受けている場合には,家計のメイン化戦略が働くが，
　④　労金で借りた人の預金のメインバンク度は，28％でしかないという
　　データもある（和歌山労金の調査）。『84全国調査』では，労金住宅融資
　　利用者（現在）の預金のメイン度は56.3％で，かつてある場合は38.
　　8％である。また，労金小口融資利用者（現在）のメイン度は47.8％
　　で，かつてある場合は36.4％である，
というが，メイン度といっても預金のそれで，決済を含んだメイン度では
ない。さらに，『84全国調査』によると，
　⑤　家族の労金利用度をみると，預金6.3％，自振1.1％，送金0.8％，年
　　金0.2％で，きわめて小さく，残りは否定的（91.6％）である，
　⑥　ライフサイクル的側面でみると，退職後も利用したい16.1％，でき
　　　　　　　　　　　　　－162（21）－
　　るだけ利用したい17.8％で，３分の１が利用に肯定的である。とく
　　に，50歳以上では46.6％にもなる，
　⑦　利用上の問題点は，プライバシー5.7％，面倒5j％，時間2.3％，制
　　限L4％で，無回答など85.2％ある，
　⑧　職場での利用は，よく利用30.5％，まあまあ39.9％，あまりせず
　　13.9％であり，職場での評判は，好評30.7％，普通39.9％，悪い11.1
　　％となっている。
　　　また，組合の取組みについては，力を入れている57％，ボーナスの
　　み28.9％，取組みなし2.5％というデータや，労金の意義について意
　　義あり55.3％，
という結果もある。また，
　⑨　金利について，住宅融資は，他に比べてほぼ同じ22.4％。低い14.5
　　％，高い14.6％となっているほか，小口融資は，他に比べてほぼ同じ
　　22.4％，低い15.8％，高い11.8％，
となっている。
　　６　結びにかえて
　労働金庫は個人金融に特化してきたといわれるが，個人の側からすれば
労金への依存度は低い。労金の経営からすれば，労働組合に事務所を設置
して，組合員のボランティアによる営業活動を行なっており，経費（物件
費，人件費等）の節減が図られるとともに，経費である租税公課についても
減免措置がある。表10は，労金と他業態との損益をみたものである。預金
原価率は，他業態に比較しても決して低いものではない（個人預金の比率が
高いので小口のための経費が大きい）。しかし，貸出金利回は消費者金融・個
人金融に特化しているため，長プラ以上の金利を得ていること影響から，
預貸金利鞘は大きく出ている。都市銀行が預貸金利鞘でマイナスになって
いることと対照的である。7）このことは，一見良好な収益性を示すものと
　　　　　　　　　　　　　－161（22）－
思われそうであるが，経費率をとっても決して他業態に比較して低いもの
ではない。人件費率は都銀・地銀・相銀よりも上回っており，物件費率で
は他業態のいずれよりも上回っているのである。
　　　　　　　　（表10）各業態の損益（諸利回り）と現況
　労金は機関数でみると，一県一行主義で整備された地方銀行と同じよう
に，都道府県ごとに存在する（大阪には２つあり，島根・鳥取が合せて１つ）。
しかし，１機関当たりの店舗数は地銀の112に対して，労金は14で信用金
庫並みである。いくら，労働組合のバックアップがあるといっても，店舗
の少なさからくるギャップは大きい。また，労金に加盟の労働組合の数が
74,183,その組織率が66.97％で，間接構成員組織率が79.74％あるといっ
ても，組織労働者（労働組合員数）は1,227万人で,組織率は27.6％（87年）に
すぎない。労金が労働者のための金融機関であるといっても，全労働者の
　7）地方銀行も84, 85, 87年度にはマイナスである。もっとも，消費者金融でみ
　　　れば預貸金利鞘は労金以外でもプラスになるといわれる。
　　　　　　　　　　　　　　－160（23）－
22％しかカバーしていないのである。若年層の労組離れに対応できず，い
かにせん足腰が弱いとの印象を受ける。団体主義という労組依存体質を脱
脚し，店周活動の強化や，労働者個人以外の家族の利用にも利便性を高め
ることが重要であるし，未組織労働者の利用を誘因すること，退職後の労
働者が労金の店舗にアクセスすることを容易にすることなどが必要である。
　まず，労働金庫はその核となるべき預金の商品面での対応が不十分で，
個人のポートフォリオに適合していない。さらに，住宅ローンを中核にし
て，家計取引を包摂していくという都市銀行的な戦略の中で，資金運用の
中心でもある住宅ローンのシェアを失っている。限界預貸率が大きく下落
しているのは,借り換えによる資金還流によるものであろう。したがって，
労金も住宅ローンに競争力をつけること,住宅に根抵当を付したホーム・
エクイティ・ローンを積極的に導入して，生活ローンと住宅ローンのドッ
キングを図ることが肝要であろう。また,養老保険と住宅ローンを組合せた
エンドーメント・モーゲジ・ローンのような新製品の開発力が必要である。
　とりわけ，3.で指摘したように，預金を付き合い的にしか利用していな
いので，資金総合口座を整備し，決済機能をもっと活用するように誘導す
べきである。財形貯蓄の利用度が高いのであるから，財形をコアにした資
金総合口座の活用，口座振替など業務にもっと力をいれるべきであろう。
さきのホーム・エクイティ・ローンはこの点で，住宅に対する根抵当を付
するわけで，個人の金融取引を一括して取込み，労金をメインバンクにす
る有効な方法である。
　また，個人にすれば,単金によって違う融資条件（借入金利）など,カ一ド
を全国どこでも利用可能にすること，他業態のＣＤの利用も可能にするこ
となどが必要である。労金一本化問題（単金を合併して一つの組織に統合する）
はその点でーつの解決になろう。ある県の単金から,転勤で他の県の単金に
移動したときにサービスが違うのではいかにも不便である。組織の一本化
もさることながら,まずサービスの一本化と利便性の向上が第一である。8）
　　　　　　　　　　　　　－159（24）－
　労働金庫は，「労働組合金庫」であってはならない。勤労者金庫ないし個
人金庫であるべきである。
8)労金の貸出金利は，統一金利のローンを除くと，単金毎に相当の跛行性がみ
　　られる(付表参照)。
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